
資
源
配
分
方
針

（アクションプランのねらい）

○ アクションプランのねらいは、最も重要と考えられる施策の方向性を概算要求前に示す

ことによって、政府全体の科学技術予算の重点化を誘導することである。

○ 平成23年度予算編成において初めて実施。先行的に、グリーン及びライフの二大イノ
ベーション、並びに競争的資金の使用ルール等の統一化を対象とした。

○ 平成24年度予算編成においては、アクションプランを最も重要な政策誘導ツールの一つ
として位置づけ、アクションプラン対象施策への科学技術予算の最重点化を図る。
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ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

第
4
期
科
学
技
術

基
本
計
画
案

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

対
象
施
策
の
検
討

東日本大震災を
踏まえた見直し

「当面の科学技術政策の運営について」

内容の反映

平
成
24
年
度

予
算
編
成
プ
ロ
セ
ス

重
要
施
策
へ
の

重
点
化

（平成23年5月2日科学技術政策担当大臣・有識者議員）

【参考５】 平成24年度科学技術重要施策アクションプラン①
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４つの重点対象を設定

復興・再生並びに
災害からの安全性向上

グリーンイノベーション

ライフイノベーション

基礎研究の振興及び
人材育成の強化

東日本大震災を
踏まえた新たな
柱として設定

我が国の現状を
踏まえて内容を
見直し

新たに追加

東日本大震災からの復興・再生を遂げ、地域住
民がより安全に暮らせる社会の実現を目指す。

東北地域の復興・再生をモデルとして、より安全、
かつ豊かで質の高い国民生活を実現する国を
目指す。

自然と共生し持続可能な環境・エネルギー先進
国の実現を目指す。

心身ともに健康で活力ある社会の実現を目指す。

高齢者・障がい者が自立できる社会の実現を目
指す。

世界共通の課題を克服し、豊かな国民生活を実
現し、科学技術を文化として育み、多様な人材を
育成確保する社会の実現を目指す。

【参考５】 平成24年度科学技術重要施策アクションプラン②

（重点対象）
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【参考５】 平成24年度科学技術関係予算重点施策パッケージ

○ 科学技術重要施策アクションプランの対象として特定された施策以外の施策に
ついて、概算要求後に、重点施策パッケージを特定し、科学技術関係予算を重点化。

○ 各府省が研究から課題解決までの一連の取組を提案し、その中から科学技術
政策担当大臣・有識者議員がその目的・目標、目標達成に向けたアプローチ、実施
体制等に関して評価を行い、重点化すべきものを特定。

【特定結果】

施策パッケージ名 担当府省
半導体製造プロセスの省エネ化・小型化の実現 経済産業省
都市鉱山からの希少元素の回収・再生技術の
高度化による元素循環の実現

文部科学省
(連携：経済産業省)

※ナノテクノロジー・材料の研究開発が貢献しているパッケージを抽出



○ 平成25年度アクションプランでは、「復興・再生並びに災害からの安全性向上」、「グリー

ンイノベーション」及び「ライフイノベーション」の３つを重点対象として設定した。

○ 重点対象ごとに「目指すべき社会の姿」を設定し、それを実現するために解決する必要

のある課題について「政策課題」として示した。その上で、政策課題を解決するために最

優先で進めるべき取組を「重点的取組」として示した。
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【参考５】 平成25年度科学技術重要施策アクションプラン①
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※ナノテクノロジー・材料の研究開発が貢献している施策を抽出

（対象施策）

復興・再生並びに災害からの安全性向上
政策課題 重点的取組 施策番号、施策名（事業名） 担当府省 新規・継続

仕事を、災害から守り、
新たに創る

⑦ 革新的技術・地域の強みを
活用した被災地での雇用創出・
拡大と産業競争力強化

9. 東北発 素材技術先導プロジェクト 文部科学省 新規

放射性物質による影
響

⑳ 放射性物質の効果的・効
率的な除染と処分

26. 環境修復等に関する開かれた研究拠
点の形成と除染方法の早期確立・提供 文部科学省 継続

グリーンイノベーション①
政策課題 重点的取組 施策番号、施策名（事業名） 担当府省 新規・継続

クリーンエネルギー供給
の安定確保 ① 技術革新による再生可能エ

ネルギー利用の飛躍的拡大

1. 従来技術の延長線上にない再生可能エ
ネルギー等の低炭素化技術開発 文部科学省 継続

2. 宇宙太陽光発電に係る研究開発 文部科学省 継続
3. 太陽光発電技術研究開発 経済産業省 継続
4. 太陽光発電無線送受電技術の研究開
発 経済産業省 継続

5. バイオ燃料技術研究開発 経済産業省 継続

【参考５】 平成25年度科学技術重要施策アクションプラン②

分散型エネルギーシス
テムの拡充

③ 革新的なエネルギー供給・
貯蔵・輸送システムの創出

12. ポストリチウムイオン蓄電池等革新的エ
ネルギー貯蔵システムの研究開発 文部科学省 継続

13. エネルギーキャリア開発プロジェクト 文部科学省 新規

14. 蓄電池・蓄電システム研究技術開発 経済産業省 継続

16. 再生可能エネルギー貯蔵・輸送等技
術開発 経済産業省 新規



【参考５】 平成25年度科学技術重要施策アクションプラン③

グリーンイノベーション②
政策課題 重点的取組 施策番号、施策名（事業名） 担当府省 新規・継続

エネルギー利用の革新 ④ 技術革新によるエネルギー
消費量の飛躍的削減

19. 低燃費・低環境負荷に係る高効率航
空機の技術開発 文部科学省 継続

20. 熱需給の革新に向けた中低温･小温
度差熱エネルギー利用技術の創出 文部科学省 新規

21. 省電力デバイス創出に向けた基盤的
研究 文部科学省 新規

22. 技術革新によるエネルギー消費量の飛
躍的削減を実現するグリーン部素材の創出 文部科学省 継続

24. 革新的セメント製造プロセス基盤技術
開発 経済産業省 継続

27. グリーン・サステイナブルケミカルプロセス
基盤技術開発 経済産業省 継続

28. 次世代印刷エレクトロニクス材料・プロ
セス基盤技術開発 経済産業省 継続

29. 環境調和型製鉄プロセス技術開発 経済産業省 継続

31. 次世代自動車向け高効率モーター用
磁性材料技術開発 経済産業省 継続

32. 高温超電導ケーブル実証プロジェクト 経済産業省 継続
33. 希少金属代替材料開発プロジェクト 経済産業省 継続
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※ナノテクノロジー・材料の研究開発が貢献している施策を抽出

（対象施策）



【参考５】 平成25年度科学技術重要施策アクションプラン④

グリーンイノベーション③
政策課題 重点的取組 施策番号、施策名（事業名） 担当府省 新規・継続

エネルギー利用の革新 ④ 技術革新によるエネルギー
消費量の飛躍的削減

34. 次世代型超低消費電力デバイス開発
プロジェクト 経済産業省 継続

35. 低炭素社会を実現する超軽量・高強
度革新的融合材料プロジェクト 経済産業省 継続
36. 低炭素社会を実現する新材料パワー
半導体プロジェクト 経済産業省 継続

37. 超低消費電力型光エレクトロニクス実
装システム技術開発 経済産業省 継続

38. ノーマリーオフコンピューティング基盤技
術開発 経済産業省 継続

39. 次世代照明等の実現に向けた窒化物
半導体等基盤技術開発 経済産業省 継続

40. 革新的新構造材料等技術開発 経済産業省 新規

44. グリーンセンサ統合制御システム開発プ
ロジェクト 経済産業省 継続

46

※ナノテクノロジー・材料の研究開発が貢献している施策を抽出

（対象施策）



【参考５】 平成25年度科学技術重要施策アクションプラン⑤
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※ナノテクノロジー・材料の研究開発が貢献している施策を抽出

（対象施策）

ライフイノベーション①
政策課題 重点的取組 施策番号、施策名（事業名） 担当府省 新規・継続

がん等の社会的に重
要な疾患の予防、改
善及び治癒率の向上

② がんの革新的な予防・診
断・治療法の開発

2. 創薬等ライフサイエンス研究支援技術基
盤事業 文部科学省 継続

4. 次世代がん研究戦略推進プロジェクト 文部科学省 継続
5. 重粒子線を用いたがん治療研究 文部科学省 継続
6. Open-PETの開発（放射性医学総合
研究所） 文部科学省 継続

7. 難病・がん等の疾患分野の医療の実用
化研究事業（がん関係研究分野） 厚生労働省 継続

8. がん超早期診断・治療機器総合研究
開発プロジェクト 経済産業省 継続

10. 後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用し
た創薬基盤技術開発 経済産業省 継続



【参考５】 平成25年度科学技術重要施策アクションプラン⑥
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※ナノテクノロジー・材料の研究開発が貢献している施策を抽出

（対象施策）

ライフイノベーション②
政策課題 重点的取組 施策番号、施策名（事業名） 担当府省 新規・継続

身体・臓器機能の代
替・補完 ⑤ 再生医療の研究開発

15. 再生医療実用化研究事業 厚生労働省 継続
16. 難病・がん等の疾患分野の医療の
実用化研究事業（再生医療関係研究
分野）

厚生労働省 継続

18. 次世代機能代替技術研究開発事
業 経済産業省 継続
19. 幹細胞実用化プロジェクト（（1）
iPS細胞を用いた創薬の実現（2）幹細
胞を用いた再生医療の実現）

経済産業省 継続

少子高齢化社会にお
ける生活の質の向上

⑧ 小児期に起因する疾患の予
防と予後の改善等に関する研究
開発

29. 成育疾患克服等次世代育成基盤
研究事業 厚生労働省 新規

※以上、第５回WG資料３－②において選定されたナノテク・材料技術に関連する施策から一部変更。
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【参考５】 平成25年度科学技術関係予算重点施策パッケージ

○ 平成24年度と同様に各府省が独自に作成し提案するものに加えて、総合科学
技術会議において、あらかじめ「重点化課題」と「重点化取組」を設定した。

○ アクションプランの政策課題及び重点的取組以外で総合科学技術会議が重要と
考える課題と取組を概算要求前にあらかじめ設定することによって、各府省による
施策パッケージの提案を支援する。

○ 各府省は、独自に設定する課題や「重点化課題」、「重点的取組」を踏まえ、施策
パッケージを提案する。

【特定結果】

施策パッケージ名 担当府省 新規・継続
資源問題の解決に向けた希少元素の循環/代
替材料創製技術の開発

文部科学省
（連携：経済産業省、環境省） 継続

※ナノテクノロジー・材料の研究開発が貢献しているパッケージを抽出



【参考６】 戦略協議会・重点化課題検討タスクフォースでの
重点化課題・取組を抽出するための視点
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新成長戦略や日本再生の基本戦略等の国家戦略を踏まえつつ、以下の視点に基づき総合的に勘案・評価※して
重点化課題・取組を抽出する。
※可能な限り客観的なデータを用いる等、客観的・定量的評価を行うが、必ずしも数字に表れない点を含め総合
的・多面的評価を行う。

（１）期待される効果（経済的効果、社会的効果）が十分に大きく、持続的な成長と社会の発展に貢献するものかどうか
・経済価値で評価できるもの（産業競争力）
・経済価値で評価できないもの（安全、幸福、豊かさ、利便性）

（２）国と民間等との役割分担を考慮した上で、国が主導して実施する必要性が高いものであるかどうか
・防災、安全保障等の国の本来業務である
・受益者が多様・多数、不特定（共通的な基盤技術、死の谷克服に向けた実用化課題等である、重要な経済社会インフ
ラに係る技術）
・事業化までに長期間を要するなどリスクが大きい（アーリーステージの基礎課題等）

（３）期待される効果の発揮に貢献できるものであるかどうか
・当該取組の科学技術（含むシステム改革）によるブレークスルーが、課題解決、達成に必要不可欠である

（４）当該分野の国際的位置付け（政策上の位置付け、技術競争力の優位性等）を把握した上で、我が国として重点的
に推進すべきものと言えるかどうか

・世界のＲ＆Ｄネットワークにおける我が国の立ち位置の中で我が国に強みがあり、世界で貢献できる可能性が高い

（５）緊急性が高いものであるかどうか
・政策的対応の緊急性が国内外において高い
・外部環境、競争環境や状況が変化し、緊急性、必要性が増した



環境・エネルギー分野におけるナノテクノロジーの実用化例

電池

燃料電池

自動車等用リチウム
電池技術開発
（NEDO）02－06

燃料電池発電技術
開発（NEDO）00－06

次世代燃料電池
プロジェクト （文科省）
03－07

関連プロジェクトの例

カーボンナノチューブ
キャパシタ開発プロ
ジェクト（NEDO）
06－10

キャパシタ
キャパシタ

キャパシタ（日産ディーゼル、
アドバンスト・キャパシター・
テクノロジーズ）

キャパシタ（日清紡、日本無線）

キャパシタ（新日本石油）

キャパシタ（日清紡）

キャパシタ（アドバンスト・
キャパシター・
テクノロジーズ）

キャパシタ（パワーシステム）

燃料電池（ケッチェン・
ブラック・インターナショナル）

ニッケル水素電池（三洋電機）

鉛蓄電池メンテナンス（シオン）

電池

燃料電池

Liイオン電池（ソニー）

脱臭装置（NEC）

土壌浄化（戸田工業）

水処理用逆浸透膜（東レ）

水の浄化（宇部興産）

VOC分解（豊田中央研究所）

ナノバブル製造装置（ローヤル電機、
REO研究所、NAGAグループ）

脱臭装置（東海旅客鉄道、
神奈川科学技術アカデミー）

脱臭装置（ホクエイ）

光触媒式病害防除装置
（松村石油研究所）

グリーンケミストリー

ナノ触媒（石福金属興業）

環境浄化

有害化学物質除去
触媒の探索・創製
（文科省）00－04

環境保全のためのナノ
構造制御触媒と新材料
の創製（JST）03－07

関連プロジェクトの例

環境浄化

グリーン
ケミストリー

ナノ触媒

ナノ粒子

ナノ構造制御

ナノバブル

ナノフィルタ

ナノカーボン

高機能反応場（東京大学） ナノ反応場

インテリジェント触媒（日本原子力
研究開発機構＋ダイハツ工業）

空気浄化装置
（物質・材料研究機構＋明電舎）

「JST資料」
（出典）2009.5.25 JST研究開発戦略センター 中山智弘
「ナノテクノロジー・材料分野の研究開発のアウトプットに関する事例調査（中間報告）」

【参考７】 ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の
アウトプットに関する事例(1)
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エレクトロニクス分野（半導体）におけるナノテクノロジーの実用化例

ナノ粒子

微細加工技術

システムLSI

デジタル家電

林超粒子プロジェクト
（JST）81～86

ナノ粒子の合成と
機能化研究（NEDO）

01～05

マイクロマシン技術
(NEDO) 91～00

超LSIプロジェクト
（経産省）76－79

関連プロジェクトの例

ナノ金属ペースト（アルバック）

ナノ金属ペースト（ハリマ化工）

ナノ金属ペースト（戸田工業）

ナノ金属ペースト（住友大阪セメント）

ナノ配線用金属ペースト

ナノ金属ペースト（日本ペイント）

45nmシステム

45nmシステムＬＳＩ （松下電気産業）

41nmシステムＬＳＩ （NECｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ）

FRAM （富士通）

メモリー

USBフラッシュメモリ

フラッシュメモリ（東芝）

検査装置 （テクノス／富山大学）

AFM検査 （日立製作所など）

欠陥検査装置（レーザーテック）

検査装置

ステッパー（ニコン）

液浸装置（ニコン）

製造装置（ｴｽアイアイ・ナノテクノロジー)

液浸装置（キヤノン）

CMP（富士フイルム）

レーザー（ニコン）

半導体製造装置

洗浄装置（大日本ｽｸﾘｰﾝ製造）

EB転写装置（ホロン）
エンコーダー（ニコン）

洗浄装置（隆祥産業）

コーター（SOKUDO）

半導体製造周辺装置

絶縁材料（触媒化学工業）

洗浄剤（住友スリーエム）

フォトレジスト材料（出光興産）

フォトレジスト材料（住友化学）

研磨材（日立化成）

半導体製造用材料

Low‐k材料（富士通）

Low‐k材料（旭硝子）

Low‐k材料（JSR）

Low‐k材料

LCOS素子（富士通）

LCOS素子（ミヨタ）

LCOS素子

高精細ディスプレイ

次世代の科学技術を
リードする計測・分析・
評価機器の開発（文科
省）03－07

ナノ計測基盤技術
（NEDO）04－07

ナノ計測

多次元同時モニタ（和歌山大、
名古屋大、NUシステム、NUエコ
・エンジニアリング）

プラズマ処理装置（東北大
＋東京エレクトロン）

薄膜堆積法（北陸先端科学
技術大学院大＋アルバック、
キヤノンアネルバ）

コーティング技術（長岡技術
科学大＋時田シーブイディーシス
テムズ、シーブイディープロダクツ）

「JST資料」

JST資料」

「JST資料」

総務省資料

透明半導体

透明半導体（東工大）

「JST資料」
「JST資料」

「JST資料」

JST資料」

「JST資料」

（出典）2009.5.25 JST研究開発戦略センター 中山智弘
「ナノテクノロジー・材料分野の研究開発のアウトプットに関する事例調査（中間報告）」

【参考７】 ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の
アウトプットに関する事例(2)
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医療・バイオ分野におけるナノテクノロジーの実用化例

革新的ナノ薬物送達シス
テム（DDS）のための担
体材料開 （NEDO）04－
08

悪性腫瘍等治療支援分
子イメージング機器研究
開発プロジェクト
（NEDO）05－09

細胞アレイ等による遺伝
子機能の解析技術開発
（NEDO）05－09

イメージング

診断

DNAチップ（山武）

診断用金コロイド（田中貴金属）

歯科用漂白剤（ジーシー）

ナノ薄膜糖尿計（東京工科大学
＋タニタ）

ナノコーティング受託開発
（九州大学＋ASPION）

１分子蛍光分析システム
（オリンパス）

DDS（聖マリアンナ医科大学＋LTTバイ
オファーマ）

リポソーム（日本油脂）

DDS 

バイオ研究

染色体の構造と機能解
明のためのナノデバイス
に関する総合研究 （文科
省）00－06

薬物伝達システム（ドラッ
グ・デリバリー・システム）
に関する研究（厚労省）

02－06

関連プロジェクトの例

診断

DDS

ナノ計測

DNAチップ（北陸先端科学技術
大学院大学＋ジェノグラス）

医用材料

歯科用漂白剤（産総研＋
三菱ガス化学、モリタ）

頭皮ケア商品
（ホソカワミクロン）

微細加工技術

ナノサイエンス＆ナノテクノロジー

ナノコーティング

ナノ薄膜

ナノ粒子
ナノバイオ

ナノカプセル

人工ウイルス
（東大＋ナノキャリア）

「東大・片岡
教授 資料」

（出典）2009.5.25 JST研究開発戦略センター 中山智弘
「ナノテクノロジー・材料分野の研究開発のアウトプットに関する事例調査（中間報告）」

【参考７】 ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の
アウトプットに関する事例(3)
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産業用材料分野におけるナノテクノロジーの実用化例

光触媒テント（太陽工業）

建材

天井材（松下電工）

ガラス（松下電工、日本板硝子）

ガラス（日本板硝子）

コーティング剤（松下電工）

ナノコーティング工具（住友電工ハードメタル）

工具・金型

ナノコーティング工具（日立ツール）

ナノコーティング工具（三菱マテリアル）

ナノコーティング工具（日本アイ・ティ・エフ）

ナノコーティング工具（神戸製鋼所）

ナノコーティング工具（日本電子工業）

ガラス（石原産業）

切削工具（京セラ）

塗料

磁性塗料（中国塗料）

塗料（大日本インキ化学工業）

塗料（日本ペイント）

塗料（京都工芸線維大＋水谷ペイント）

塗料（エスケー）

塗料（恒和化学工業）

塗料（アトミクス）

電波吸収体（関西ペイント、ウェイベックス）

ナノ結晶

ナノファイバー

ナノメタル

ナノメタル

光触媒

光触媒利用高機能住
宅用部材プロジェクト
（NEDO）03－05

ナノメタル技術プロジェ
クト

（NEDO）01－05

関連プロジェクトの例

ナノコーティング技術
プロジェクト （NEDO）
01－07

ナノコーティング

ナノサイエンス＆ナノテクノロジー

ハイブリッド表面処理難燃剤
（長崎大学＋矢崎部品）

光触媒

ナノ粒子

ナノ構造

ナノコーティング

（出典）2009.5.25 JST研究開発戦略センター 中山智弘
「ナノテクノロジー・材料分野の研究開発のアウトプットに関する事例調査（中間報告）」

【参考７】 ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の
アウトプットに関する事例(4)
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生活関連製品分野におけるナノテクノロジーの実用化例

ナノファイバー（日曹商事）

繊維・衣料

ナノファイバー

繊維（東洋紡テクノウール）

スーツ（青山商事）

繊維（帝人繊維）

繊維（ユニチカ）

繊維（東洋紡）

繊維（セーレン）

繊維（West Hill）

スーツ（カネボウ）

スーツ（トーア紡）

スーツ（日本毛織）

スーツ（コナカ）

シャツ（コナカ）

スーツ（メンズクラブAOKI）

シャツ（カネボウ繊維）

シャツ（グンゼ、日本油脂）

シャツ（日本毛織、日本油脂）

シャツ（ダイワボウ）

シャツ（東洋紡、トミヤアパレル、住友商
事）

シャツ（日本毛織）

水着（ミズノ）

水着（東レ）

ウェア（ゴールドイン）

ウェア（神堂）

ナノコーティング

ナノ薄膜

家電

空気清浄機（東京大学
＋ダイキン工業）

ヘアドライヤー（松下電器産業）

空気清浄機（日立ホーム＆
ライフソリューション）

メソポーラス材料

洗濯・乾燥機（三洋電機）

掃除機（東芝）

冷蔵庫（松下電器産業）

加湿機（松下電器産業）

蛍光灯（日立ライティング）

ヘアドライアー（日立リビングサプライ）

加湿機（三菱重工業）

空気清浄機（日立アプライアンス）

加湿機（東芝ホームテクノ）

化粧品（資生堂）

ナノバブル

ナノフィルター

化粧品

化粧品（カネボウ化粧品）

化粧品（ノエビア）

化粧品（花王）

化粧品（日光ケミカルズ）

化粧品（日本油脂）

化粧品（サンスター）

化粧品（ロート製薬）

化粧品（第一薬品製薬）

化粧品（小林製薬）

化粧品（セーレン）

化粧品（ナリス化粧品）

化粧品（東レ・ダウコーニング）

化粧品（常盤薬品）

デンドリマー

カーボン

ナノチューブスポーツ用品

テニスラケット（ヨネックス）

ゴルフクラブ（ダイワ精工）

ゴルフクラブ（マルマン）

フラーレン

テニスラケット（SRIスポーツ）

ゴルフボール（キャスコ）

ナノポリマー

ダイアモンド

カーボン

DDS

ナノサイエンス＆ナノテクノロジー

スライドリングマテリアル
（東大＋ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ・ｿﾌﾄﾏﾃﾘｱﾙ）

機能性繊維（信州大学
＋ダイワボウノイ）

極細繊維製造装置
（山梨大学＋三洋機工）

ナノ構造

ナノカプセル

ナノ粒子

ナノ加工

光触媒コート材料
（理化学研究所＋東レ）

（出典）2009.5.25 JST研究開発戦略センター 中山智弘
「ナノテクノロジー・材料分野の研究開発のアウトプットに関する事例調査（中間報告）」

【参考７】 ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の
アウトプットに関する事例(5)
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日本企業の世界シェア（％）

日系企業の主要先端製品・部材の売上高と世界シェア
（２０１０年）

100億

1000億

1兆

10兆

100兆

1000兆

＜出典＞

経済産業省平成２３年度産業技術調査事業委託費「日本企業の国際競争ポジションの定量的調査
分析事業」調査結果（委託先：富士キメラ総研）、ＪＥＩＴＡ「電子情報産業の世界生産見通し」等

【ロジックIC（MOS型）】
（38%、2.2兆円）

【フォークリフト】
（38%、1.1兆円）

【油圧ショベル】
（34%、9,992億

【アルミニウム合金】
（15%、4,200億円）

【フラッシュメモリ(NAND型)】
（35%、4,152億円）

【MOS型マイクロコンピュータ 】
（12%、5,350億円）

＜電子機器＞
（23%、23.1兆円）

＜ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び情報端末＞
（20%、8.2兆円）

＜通信機器＞
（12%、3.4兆円）

＜携帯電話＞
（11%、1.6兆円）

＜情報端末＞
（31%、4.5兆円）

＜AV機器】＞
（46%、8.7兆円）

＜テレビ(液晶/PDP)＞
（41%、4.4兆円）

＜音声機器＞
（27%、6,671億円）

【サーバ機器】
（6%、3,600億

＜カーAVC機器＞
（52%、1.2兆円）

【PDP‐TV】
（40%、8,360億円）

【ゲーム機(据置型】
（74%、5,994兆円）

【複合機(MEP)】
（77%、5,760億円）

【デジタルスチカメラ】
（87%、2兆円）

【自動車】
（27%、39.3兆円）

【医療用医薬品】
（11%、9.7兆円）

【ジェネリック医薬品】
（4%、6.484億円）

【OTC医薬品】
（4%、4,356億円）

【DRAM】
（16%、6,000億円）

【小型モータ】
（50%、9,193億円）

【ワイヤーハーネス】
（58%、1.7兆円）

【高張力鋼】
（79%、3.4兆円）

【CVT】
（92%、3,570億円）

【デジタルスチルカメラ
(コンパクトタイプ)】
（83%、1.4兆円）

【記録型DVDDrive】
（80%、4,047億円）

【シリコンウェハ】
（68%、9,210億円）

【バリスタ（積層チップ)】
（50%、6,432億円）

【HDD(2.5"ATA)】
（42%、6,080億円）

【セラミックコンデンサ】
（60%、3,853億円）

【LCD（a‐SiTFT、LTPS、STN、TN）】
（17%、1.5兆円）

【臨床検査試試薬】
（6%、1,810億円）

【フォークリフト】
（34%、5,075億円）

【ブラシレスモータ】
（75%、2,789億円）

【偏光板】
（58%、4,960億円）

【アルミ電解コンデンサ】
（53%、6,587億円）

【マイコン（MCU）】
（51%、6,738億円）

【カラーフィルタ】
（21%、3,469億円）【リニアIC(ｱﾅﾛｸﾞ)】

（14%、5,400億円）
【エアバッグ】

（30%、3,592億円）
【空圧装置】

（36%、5,293億円）

【ハイブリット車】
（93%、2.0兆円）

【デジタルスチカメラ
（一眼レフ）】

（100%、5,715兆円）

【内視鏡】
（97%、1,630億円）

＜凡例＞
数字：（日本企業の世界シェア、日本企業の売上額）
バブルの大きさ：日系企業の売上額の大きさ

最終製品（エレクトロニクス系） （ ＪＥＩＴＡ調べ：日系のみ）
最終製品（自動車）
部材・装置（エレクトロニクス系）
部材（自動車）
医療・バイオ系
その他

＜液晶テレビ＞
（41%、4.4兆円）

【参考８】 日系企業の主要先端製品・部材の売上高と世界シェア
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世界市場規模(円)
2010年 我が国の産業概観 ～部材分野の競争力が製造業を支える構造～

組立産業

部材・装置産業



サプライチェーンを構成
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貿易収支

名目GDP

輸送、電機、機械で
産出額 115.5兆円
GDP 39.9兆円
貿易収支 24.2兆円

鉄鋼、非鉄、化学等の
部素材産業が支える

輸入依存

雇用創出

・輸送用機械・電気機械・一般機械が国内雇用・貿易収支に貢献
・建設、運輸・通信は、国内雇用に貢献するが、貿易収支には影響しない
・食料品、石油・石炭製品などは、輸入に依存している

【参考９】 GDP(国内総生産）と貿易収支の関係

資料提供： 経済産業省



2005 2007 2008 2010 2011 2014 2015

LuxResearch
(2006, 2008)

30 147 2600 3100

BCC (2008) 12 13 27

Cientifica (2008) 167 263 1500

RNCOS (2006) 1000

Wintergreen (2004) 750

Evolution Capital (2001) 105 700

NSF (2001) 54 1000

単位：10億米国ドル

出典：OECD (2010), The Impacts of Nanotechnology on Companies: 
Policy Insights from Case Studies,

注： 何らかの点でナノテクノロジーに関連するすべての最終製品の時価総額に基づくもの、ナノテクノロジーに
より付加された価値に直接寄与する最終製品の割合に基づくもの等、予測方法は異なる。

【参考１０】 ナノテクノロジーにより使用可能となった製品の
市場規模予測
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【参考１１】 ナノテクノロジー・材料技術開発の現状(1)

国名 ナノテク国家戦略（基本政策）

日本

●「第三期科学技術基本計画」（2006‐2010）では重点推進4分野の一つ。
分野別推進戦略「ナノテクノロジー・材料分野」

●（2011以降）共通基盤に変更／特化したイニシアティブは無し

米国
●NNI（National Nanotechnology Initiative；2001年‐）

2011年2月に3期目の新戦略プランを発表。NNI継続して重点施策に決定（2012）。

ドイツ
●Nano Initiative –ActionPlan2015 (2005‐)
ハイテク戦略の一環としてBMBFを中心に7つの省が連携して策定。
2010年に5カ年計画として更新されている。

英国
●UK Nanotechnologies Strategy  (2010‐)
BISが中心となって省庁横断の国家ナノテクノロジー戦略を公表。

フランス

●国家研究・イノベーション計画における重点3分野の一つ
Nano‐INNOV計画 (2010‐)
ナノテクノロジーによるイノベーション創出に向け、産学官の連携・協力を加速

中国

●「国家中長期科学技術発展計画綱要（2006‐2020）」
先端技術8分野の１つ「新材料技術」でナノテク強化。
●第12次五カ年計画（2011‐2015年）
7つの戦略的振興産業の1つに「新素材」が選ばれている。

韓国
●ナノテクノロジー総合発展計画（2001年‐）
研究開発、教育・人材育成、インフラ整備の３つの柱。
5年ごとに見直し。2011年から3期目に突入（ナノ融合2020）。

※国家戦略が政府予算と直接的にリンクしている国として米国、フランス、韓国が挙げられる。

出典: JST/CRDS「研究開発の俯瞰報告書 ナノテクノロジー・材料分野（2013年）」

主要国のナノテク国家政策
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【参考１２】 ナノテクノロジー・材料技術開発の現状(2)

国 共用ネットワーク・集中拠点 教育・人材育成

日本

•文科省ナノ・ネット事業（2007～11）
ナノテク・プラット（25機関／2012~2021）で活動。
•TIA-nano（2009-）
•学生少ない、国際的に開かれていない。

○/
△

•10大学ほどでナノテク関連の学際領域専攻
が開設
•TIAの即戦力先端人材養成
•長期の根幹プログラムは不在

△

米国

•インフラ整備はNNIの8重点領域の一つ
•NSF/NNIN、DOE /NSRCをはじめ様々な形で
拠点・ネットワーク化
•Albany NanoTech (ANT) ／産官学州の連携研究
拠点（IBM、NY州、ナノエレ）

◎

•国家戦略としてNNIで明確化NNIN-REU、イ
ンターンシップ実施
•K-12・STMの教師育成を推進、 教科書作り、
外国語翻訳実施
•CNSE（ナノ科学技術カレッジ）

◎

欧州

•独KIT-KMNF オープンプラットフォーム
•英MNT-Network 中小企業からアクセス、全国24
の共用施設を整備。
•仏RTB (National Network of Large Technological 
Facilities）施設設備、CNRS/LETI連携強化。
•IMEC（集中型研究拠点）, MINATEC

◎

•Nanoforum主導のナノテク高等教育綱領に
基づく大学院ナノテク学位コースが修士・博士
課程で多数有。

•教育により、市民参加によるリテラシー向上
策を積極推進

○

中国
•ナノ科学技術センター（NCNST）が北京（2003-）､天
津､上海に設置（2005-）
•産学連携研究拠点（蘇州工業団地SIP）

○
•共用施設でサマースクール開催
•台湾の教育プログラムは世界有数、米国と同
様にK-12 を推進

○

韓国

•ナノテク国家計画の3本柱の1つ
•教育科学技術部（MEST）2センター、知識経済部
（MKE）が3センター。
•NNFC ユーザー支援を主。自主運営。

○
•ナノテク専修コースが多くの大学でスタート／
英文ナノテク教科書
•長期の予算確保
•研究者数は8年間で4倍

◎

ナノテク共用施設・研究拠点、教育・人材育成策

60出典: JST/CRDS「研究開発の俯瞰報告書 ナノテクノロジー・材料分野（2013年）」


